第3章　諸手当関係（特殊勤務手当）


○東日本大震災に係る特殊勤務手当（災害応急作業等手当）の運用等について
（平成24年1月13日付け　23教職第553号　職員課長）
東日本大震災に係る災害応急作業等手当の特例を規定した「職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例」、「市町村立学校職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例」、「職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則」及び「技能労務職員の給与及び勤務時間等に関する規則等の一部を改正する規則」が平成23年12月28日に公布・施行され、同年3月11日に遡及して適用されることとなりました。

ついては、当分の間、当該条例等に定めるもののほか、その取扱いを下記のとおりとするので、適切に事務処理されるようお願いします。

なお、各教育事務所長にあっては、この旨を域内市町村立学校長へ周知願います。

                                      記

１　手当の趣旨等

(1) 趣旨

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故の発生により設定された警戒区域等の範囲内で行う作業の特殊性に鑑み、措置されたもの。

(2) 内容等

    別紙１のとおり。

２　支給対象者

「職員の給与に関する条例（昭和26年条例第9号）」、「市町村立学校職員の給与等に関する条例（昭和31年条例第56号)」及び「技能労務職員の給与及び勤務時間等に関する規則（昭和48年教育委員会規則第20号）」が適用される職員のうち、別紙１に掲げる区域で下記３の作業を行ったもの。
なお、給料の特別調整額（管理職手当）受給者も支給対象であること。

３　支給対象作業

別紙１に掲げる区域で職務命令等により行う作業。

  なお、作業を行う場所に着目した手当であるため作業内容が限定されるものではないが、おおむね以下に例示するものが想定されるところである。

  ①　計画的避難区域における家庭訪問等

  ②　警戒区域等への一時立入りによる教材、諸帳簿等の持ち出し等

  ③　震災直後等における「職員の特殊勤務手当等に関する条例」第15条第１項第１号に定めるもの

４～５　（略）
別紙１

【災害応急作業等手当の特例】
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  （留意事項）
・ 各区域が設定されるまでの間（平成23年3月11日から同年4月21日まで等）についても、同様の区域設定がなされていたものとして取り扱う。

・ 同一の日に、2以上の区域で作業した場合には、手当額の最も高い区域の手当額を適用する。
（事例１） 計画的避難区域で3時間、警戒区域で2時間作業した場合､警戒区域4時間以上の区分の手当額を
支給（作業時間5時間）

（事例２） 計画的避難区域で1時間、警戒区域で1時間作業した場合､警戒区域4時間未満の区分の手当額を

支給（作業時間2時間）
・ 区域内で他の特殊勤務手当の支給対象となる作業に従事した場合、当該手当との併給可

（例） 3/11の震災直後等に、「児童・生徒の保護の業務（職員の特殊勤務手当に関する条例第15条第1項第1号に該当する業務）」に従事した場合には、いわゆる「1号業務手当」と当該「災害応急作業等手当」の両方を支給できる。

○東日本大震災に係る特殊勤務手当（災害応急作業等手当）の運用等について

（平成24年4月24日付け　24教職第84号　職員課長）
  このことについて、今般の東京電力福島第一原子力発電所事故に伴い設定された警戒区域及び避難指示区域（計画的避難区域を含む）の見直しに伴う当該手当の当面の取扱いについては、下記のとおりとなりますのでご留意願います。

  なお、各教育事務所長にあっては、この旨を域内市町村立学校長へ周知願います。

                                      記

１　警戒区域の解除等に係る取扱い

    警戒区域の一部が解除されたこと等に伴い、避難指示解除準備区域、居住制限区域及び帰還困難区域に設定された区域で行う作業については、職員の特殊勤務手当の支給に関する規則附則第7項第3号の規定が適用となること。（現行の「計画的避難区域」と同様の手当額となること。）

２（略）

＜参考＞　川内村及び田村市の範囲については平成24年4月１日から、南相馬市の範囲については平成24年

4月16日からの見直しが決定されていること。

○特殊勤務手当（東日本大震災に係る災害応急作業等手当の特例）の改正について

（平成24年7月24日付け　24教職第234号　職員課長）
  このことについて、「職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則」が公布され、下記のとおり適用されることとなりました。

  ついては、所属職員に周知の上、適切に事務処理されるようお願いします。

  なお、各教育事務所長にあっては、この旨を域内市町村立学校長へ周知願います。

                                      記

１　改正内容

    別紙のとおり。

２　施行期日

    平成24年８月１日。ただし、当該施行期日前に「帰還困難区域」に設定された区域内において行った作業については、当該区域に設定された日に遡って適用となること。

３　（略）

４　技能労務職員に係る運用

    災害応急作業等手当の特例の運用については、技能労務職員以外の職員に準じて取り扱うこと。
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特殊勤務手当（東日本大震災に係る災害応急作業等手当の特例）の一部改正内容

【現行】 【改正後】

手当額（日額） 手当額（日額）

４時間以上 20,000円 ４時間以上 6,600円

3km圏内 ４時間未満 12,000円 ４時間未満 3,960円

屋内 2,000円 屋内 1,330円

４時間以上 10,000円 ４時間以上 3,300円

４時間未満 6,000円 ４時間未満 1,980円

屋内 2,000円 屋内 660円

４時間以上 5,000円 （留意事項）

４時間未満 3,000円 １　平成24年8月1日から適用

屋内 1,000円 ※南相馬市における帰還困難区域については、平成24年4月16日から適用

※屋内待避指示区域　屋外2,500円（H23.4.22解除） ※飯舘村における帰還困難区域については、平成24年7月17日から適用

※平成24年4月1日以降の区域見直しにより、帰還困難区域、居住制限 ２　段階的な区域見直しに伴う当面の措置

　区域及び避難指示解除準備区域において行う作業は、計画的避難区 　(1) 警戒区域で行う作業：帰還困難区域と同額が適用

　域の額が適用 　(2) 計画的避難区域で行う作業：改正前と同額が適用

３　避難指示解除準備区域で行う作業

　　手当の支給対象とはならない。

居住制限区域

屋外

業務を行う区域

屋外

屋外

屋外

計画的避難区域

帰還困難区域

警戒区域

（２０㎞圏内）

屋外

業務を行う区域


3-07-33
3-07-32

